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古紙配合率100％再生紙・大豆油インクを 
使用しています 

11月定例会で審議された市長提出議案335件と議員提出議案12件の審議結果は、次のとおりです
（○＝賛成、×＝反対）

人権擁護委員の推薦　２件 ○ ○ ○ ○ ○

地方交付税に関する意見書、障害者自立支援法施行に伴う利用者負担に関する決議 × ○ × × ×

件　　　　　　　　　　名 審議結果

会　派　名

市営住宅、大学のまち交流センター、国際交流会館、環境保全活動センター、市立浴場、円山公園音楽堂、都市公園、考古資料館、
アバンティホール、武道センター、文化会館、地域体育館、女性総合センター、市民スポーツ会館、体育館、京都コンサートホール、
西京極総合運動公園、青少年活動センター、京都会館、京都芸術センター、百井青少年村、市民活動総合センター、文化財建造物保
存技術研修センター、京北パラグライダー施設、宇多野ユース・ホステル、勧業館、森林文化交流センター、伝統産業振興館、林産
物需要拡大センター、京北森林公園、宇津峡公園、深草墓園、老人いこいの家、身体障害者福祉センター、知的障害者デイサービス
センター、知的障害者通勤寮、心身障害児福祉会館、在宅障害者デイサービス施設、老人福祉センター、聴覚言語障害センター、急
病診療所、身体障害者授産施設、児童福祉センター、老人保養センター、母子福祉センター、障害者スポーツセンター、洛西ふれあ
いの里、桂川療護園、桂川福祉ホーム、健康増進センター、知的障害者福祉工場、こころの健康増進センター、久多いきいきセンタ
ー、老人短期入所施設、長寿すこやかセンター、知的障害者更生施設大原野の杜、福祉ボランティアセンター、障害者教養文化・体
育会館、嵯峨鳥居本町並み保存館、醍醐交流会館、久我の杜生涯学習プラザ、景観・まちづくりセンター、観光駐車場、駐車場、大
宮交通公園、梅小路公園、ラクト健康・文化館、自転車等駐車場、市民防災センター、交通事業の設置等、知的障害者学習ホームひ
かり学園、日野野外活動施設、野外活動施設京北山国の家、職員給与、市立学校管理用務員の給与の特例

○

１ ６ 年 度
決 算

一般会計、特別会計（国民健康保険事業、駐車場事業）、京北町一般会計 ○ × ○ ○ ○

指定管理者の指定（文化市民局関係　4件、建設局関係　２件）

京都府公安委員会委員の推薦

○ × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

市会議員期末手当支給

工事請負契約の締結（山科市営住宅改修、崇仁市営住宅新築、天神川駅自転車駐車場（仮称）等新設（A
く

体工事等））、工事請負契約の変
更（伏見消防署新築）、指定管理者の指定（大学のまち交流センター、国際交流会館、環境保全センター、文化市民局関係　１７件、産
業観光局関係　７件、保健福祉局関係　１２１件、都市計画局関係　５件、建設局関係　１９件、市民防災センター、高速鉄道北山
駅自転車駐車場、教育委員会関係　３件）、市道路線の認定、市道路線の廃止、当せん金付証票の発売金額、過疎地域自立促進計画の
策定、金融機関の指定、訴えの提起、訴えの提起（裁判上の和解を含む。） ３０件、訴訟上の和解

○ ○

同　　意

会　派　名 議員数 電話番号
自 由 民 主 党
京都市会議員団 24人 222－3718

日 本 共 産 党
京都市会議員団 20人 222－3728

公 明 党
京都市会議員団 11人 222－3732

民主・都みらい
京都市会議員団 10人 222－3724

無 所 属 222－3739
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× × × × ×

自 民 党＝自由民主党京都市会議員団（24人） 共 産 党＝日本共産党京都市会議員団（20人）
公 明 党＝公明党京都市会議員団（11人） 民主・都＝民主・都みらい京都市会議員団（10人） 無 所 属（1人）

1 ７ 年 度
補正予算案 一般会計、特別会計（介護保険事業、市街地再開発事業） 可　　決 ○ ○ ○ ○ ○

条例改正案

児童館及び学童保育所、市街地景観整備、地域水道、市立小学校、知的障害者授産施設、高速鉄道北山駅自転車駐車場の利用料金、
宝が池公園運動施設、教職員の給与等

可　　決

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

移動通信用鉄塔施設整備事業に係る分担金

× ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

（平成17年12月16日現在）
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特別会計（母子寡婦福祉資金貸付事業、介護保険事業、老人保健、中央卸売市場第一市場、中央卸売市場第二市場・と畜場、農業共
済事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業、土地取得、基金、市公債、京北町老人保健、京北町国民健康保険、京北町介護保険、
京北町農業集落排水事業、京北町町営バス運行事業） 認　　定

○ ○ ○ ○ ○

議 員 提 出
議 　 　 案

市会会議規則の一部改正、個人情報保護条例の一部改正、耐震強度偽造問題に対する意見書、子どもたちの安心・安全対策の強化を
求める意見書、同和行政の完全終結を求める決議、子どもの安全確保を求める決議 可　　決

[意見書・
決議2･3
面参照]

○ ○ ○ ○ ○

「事業仕分け」による行財政の効率化を求める意見書、人権擁護法の早期制定を求める意見書、「真の地方分権改革の確実な実現」を
求める意見書、障害児者に対する福祉施策に関する決議

○ × ○ ○ ○

可と認める

条例制定案 可　　決

否　　決

否　　決

◆平成17年度一般会計補正予算
国認証等に基づく道路整備などの公共事業に要する経

費のほか、京都府知事選挙に要する経費などを、国・府支

出金、市債等を財源として補正するものです。補正額は69

億3千万円です。

◆指定管理者の指定・関連施設の設置条例の改正
従来、「公の施設」の管理運営の委託先は、地方自治体

の出資法人等に限定されていましたが、平成15年の地方

自治法の改正により、民間事業者を含めた幅広い団体が、

議会の議決を経て「公の施設」の管理を代行できる指定管

理者制度が導入されました。

そこで、この制度により、本市の所管する「公の施設」の

管理を代行させるため、大学のまち交流センターなど288

施設について、指定管理者を指定するとともに、制度導入

に伴い、関連施設の設置条例を改正するものです。

今回審議した主な議案の概要

〔指定管理者の指定・関連施設の設
置条例の改正〕
指定管理者制度の目的は、民間で

できることは、民間にゆだねること
によって、市民サービスの向上と経
費の節減を図ることである。
しかしながら、今回の指定候補の

大半が、これまでの既存の外郭団体
などである。このことは、「官から
民へ」という趣旨からして問題が残
る。
よって理事者は、下記の項目に取

り組み、今後の制度運用に生かすべ
きである。

記

１ 外郭団体改革計画に基づいて団
体数、派遣職員の削減など改革を

行っているところであるが、これ
を機に、より一層の派遣職員の縮
減と外郭団体の統廃合を推し進め
ること。
２ 民間の参入を促進する立場か
ら、選定委員会の構成の在り方、
指定候補団体の役員構成の在り
方、応募用件、指定期間など、今
回の取組を全市的に総括し、必要
な方策を講ずること。
３ 未公募の指定管理者の基準の明
確化を図ること。
４ 今後の経営改善を示す管理計画
を精査し、実施後の進行管理を適
切に行うこと。
（自○、共×、公○、民○、無○）

2月17日 10：00 本会議 議案の提案説明

2月23日 10：00 本会議 代表質疑

2月24日 10：00 本会議 代表質疑

3月17日 10：00 本会議 議案の議決

2月定例会の会議日程（予定）

2月定例会は2月17日（金）から3月17日（金）までの予定です。

また、各会派の代表質疑は2月23日（木）と24日（金）の両日、

本会議場で行われる予定です。

お 知 ら せ
11月定例会で、議員提案により個人

情報保護条例が改正され、市会が個
人情報保護条例における実施機関にな
りました。
これにより、18年4月から、市会が事
務局で保有する個人情報について、適
正な取扱いを確保するとともに、開示請
求等を行えるようになりました。

○＝付帯決議に対して賛成

×＝付帯決議に対して反対

■付帯決議（全文）■


